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１　評価の目的　
　公設民営である大阪府立国際教育学校のより一層の教育内容の充実を図る観点から、指定管理法人による学校運営の質の維持・向上を行うことが必要である。
　このため、外部有識者による指定管理法人評価委員会（以下「評価委員会」という）を設置し、モニタリングを実施することにより、府と指定管理法人が業務について点検・評価を行い、その内容をフィードバックすることで、大阪府立国際教育学校の一層の教育内容の充実につなげていく。

２　評価の流れ　
　教育庁は、指定管理法人の自己評価結果をもとに指定管理法人へヒアリングを行い、各評価項目の評価を行う。
　教育庁は、評価委員会にて評価を報告。評価委員会は、必要に応じて指定管理法人に対するヒアリングや現地視察を行うなど、各評価項目について点検・調査・審議を行い、指摘・提言を行う。
　その後、教育庁は対応方針を策定し、公表する。


指定管理法人

				
①自己評価

　　　　 ③ヒアリング  　　　 
　　　　　　　　　　　　　②報告　　　　　　　　　　　　　⑥必要に応じてヒアリング等
 ④評価


⑤評価結果を報告教育庁
（教育振興室 高校改革課）
指定管理法人評価委員会


⑧指摘・提言⑨対応方針策定・公表

⑦評価点検




３　評価の段階　
①指定管理法人による自己評価
②高校改革課による評価
③評価委員会による点検及び提言

４　評価の方法　
（１）評価資料
　　　指定管理法人管理運営業務評価票（以下「評価票」という。）
（評価項目、評価基準、指定管理法人の自己評価、教育庁の評価、評価委員会の提言）

（２）評価方法
　　①　評価方法
　　　　指定管理法人から提出のあった自己評価票及び指定管理法人へのヒアリング等に基づき、評価票の評価基準項目及び総括の評価について、下のとおり４段階で評価する。

　　　　　　S　優良：評価基準以上の実施状況が認められるもの
　　　　　　A　良好：評価基準どおりの実施状況が認められるもの
　　　　　　B　ほぼ良好：ほぼ評価基準どおりの実施状況が認められるもの
　　　　　　C　要改善：評価基準どおりの実施が認められないもの

②　評価基準項目の評価
評価基準の１項目を４点満点（４点：S優良、３点：A良好、２点：Bほぼ良好、１点：C要改善）で評価する。
　　③　総括評価
　　　　各評価項目の総括評価は、②の評価（4点：Ｓ優良、３点：Ａ良好、２点：Ｂほぼ良好、１点：Ｃ要改善）に応じて、表１のとおり評価する。
【例】評価項目が２つで、（１）はS(４点）、（２）はB(２点）の場合
　　　　　　 評価項目数２：８点満点　　４＋２＝６点　⇒　総括評価　A良好
	評価基準項目数
	点数
	得点

	
	
	S優良
	A良好
	Bほぼ良好
	C要改善

	１
	４
	４
	３
	２
	１

	２
	８
	８～７
	６～５
	４～３
	２

	３
	１２
	１２～１１
	１０～８
	７～５
	４～３

	４
	１６
	１６～１４
	１３～１０
	９～６
	５～４

	５
	２０
	２０～１８
	１７～１３
	１２～９
	８～５

	６
	２４
	２４～２１
	２０～１５
	１４～１０
	９～６

	７
	２８
	２８～２５
	２４～１８
	１７～１２
	１１～７


【表１】


　　④　年度評価
　　　　各総括評価に基づく年度末の評価（年度評価）は、次の４段階評価とする。

Ｓ　項目ごとの総括評価のうち、Ｓが５割以上で、Ｂ・Ｃがない。
Ａ　項目ごとの総括評価のうち、Ｂが２割以下で、Ｃがない。
Ｂ　Ｓ・Ａ・Ｃ以外
Ｃ　項目ごとの総括評価のうち、Ｃが３割以上。又は、Ｃが３割未満であっ
ても、文書による是正指示を複数回行う等、特に認める場合

　　⑤　総合評価
　大阪府立水都国際中学校及び高等学校指定管理法人業務基本協定書の第41条第4項の「甲は、指定管理期間の最終年度の前の年度に、それまでの年度評価、改善指導・是正指示の状況とを踏まえた総合評価を行い、指定管理法人評価委員会に報告する。」との規定に基づき、各年度評価及び改善指導・是正指示の状況をもとに4段階評価を行う。

Ⅰ　評価対象期間の年度評価において、Ｓが５割以上で、Ｂ・Ｃがない。
Ⅱ　評価対象期間の年度評価において、Ｂが３割未満で、Ｃがない。
Ⅲ　Ⅰ・Ⅱ・Ⅳ以外
Ⅳ　評価対象期間の年度評価において、Ｃが５割以上。ただし、評価対象期間の後半、取組状況に改善傾向が認められる場合を除く。

５　評価結果の活用　
（１）対応方針の策定、指定管理法人への指摘・提言（教育庁）
評価委員会の提言を踏まえ、対応方針を策定し、指定管理法人へ指摘、提言等を行い、より一層の運営改善を促す。

（２）評価結果等の公表（教育庁）
評価結果及び対応方針について、府のホームページに掲載する。

（３）次年度計画への反映等（指定管理法人）
指摘、提言のあった事項の改善に向けて、次年度の事業計画に反映するとともに、評価結果がC（要改善）の項目についてはその改善に努める。

（４）改善方策の進捗状況の把握（教育庁）
指摘、提言事項及び評価結果がC（要改善）項目について、翌年度５月末までに、指定管理法人へヒアリング等を行い、進捗状況を把握する。

　６　スケジュール　
（１）令和７年度　※現評価委員任期満了年度
	時　期
	内　　　　　容

	５月
	・令和６年度の指摘、提言事項の進捗状況をヒアリング

	６月
	・第1回評価委員会：令和６年度事業報告、評価方法・評価基準等の承認

	９月
	・指定管理法人による自己評価

	１０月
	・指定管理法人へのヒアリング
・教育庁による評価

	１２月
	・第２回評価委員会：評価結果の点検（指摘･提言）

	１月
	・教育庁が対応方針を策定、指定管理法人へ指摘･提言
・指定管理法人が令和８年度事業計画を策定

	３月
	・教育庁が評価結果及び対応方針を公表



（２）令和８年度　※次期評価委員会
	時　期
	内　　　　　容

	４月
	・新評価委員への委員委嘱（委嘱期間令和8年度～令和10年度）

	５月
	・令和７年度の指摘、提言事項の進捗状況をヒアリング

	６月
	・第1回評価委員会：令和７年度事業報告、評価方法・評価基準等の承認

	９月
	・指定管理法人による自己評価

	１０月
	・指定管理法人へのヒアリング
・教育庁による評価

	１２月
	・第２回評価委員会：評価結果の点検（指摘･提言）

	１月
	・教育庁が対応方針を策定、指定管理法人へ指摘･提言
・指定管理法人が令和９年度事業計画を策定

	３月
	・教育庁が評価結果及び対応方針を公表
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